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１．2026年２月期第３四半期の連結業績（2025年３月１日～2025年11月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第３四半期 22,750 2.0 1,025 △24.8 1,117 △27.3 688 △33.5

2025年２月期第３四半期 22,310 4.7 1,364 4.9 1,537 5.9 1,035 22.2
(注) 包括利益 2026年２月期第３四半期 666百万円(△36.5％) 2025年２月期第３四半期1,050百万円(26.8％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期第３四半期 30.20 －

2025年２月期第３四半期 45.41 －
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年２月期第３四半期 13,082 8,790 67.2

2025年２月期 13,963 8,732 62.5
(参考) 自己資本 2026年２月期第３四半期 8,790百万円 2025年２月期 8,732百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 13.00 － 13.00 26.00

2026年２月期 － 14.00 －

2026年２月期(予想) 14.00 28.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年２月期の連結業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 32,500 6.9 2,500 14.3 2,600 14.0 1,700 14.5 74.55
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年２月期３Ｑ 22,813,689株 2025年２月期 22,813,689株

② 期末自己株式数 2026年２月期３Ｑ 10,552株 2025年２月期 13,285株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期３Ｑ 22,802,262株 2025年２月期３Ｑ 22,795,564株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善、インバウンド需要の増加などを背景

に、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方で、各国の金融・為替市場の動向、新政権による経済政策が経

済・物価へ与える影響については不確定要素も多く、先行き不透明な状況が続いております。

外食産業におきましては、インバウンド需要や価格改定による客単価上昇により、引き続き売上が昨年を上回っ

て推移しておりますが、米をはじめとする原材料費の高騰や人件費の上昇などを受けて、採算面では依然として厳

しい状況が続いております。当社が主に展開する居酒屋業態では、インバウンド需要の継続に加え、集客もおおむ

ね堅調であり、売上が昨年を上回って推移いたしました。

このような状況の中で当社グループは、引き続き固定費の増加抑制に努めるとともに、食材価格の高騰を踏まえ

たメニュー改定や臨機応変な営業時間の見直し、人財採用の積極化など、収益性の改善に向けた取り組みを推し進

めてまいりました。また、出店戦略においては、小型かつ低投資の大衆酒場業態の開発・出店を継続するとともに、

地方都市での出店にも注力しております。

鳥良事業部門においては、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は35店舗となり、当第３四半期連結累計期

間の売上高は3,948百万円（前年同期比1.5％増）となりました。なお、鳥良商店全27店舗において、メニュー構成

や価格体系の見直し等、大衆化の強化を目的としたリニューアルを実施いたしました。

磯丸事業部門においては、「磯丸水産」を４店舗出店し、「磯丸水産」１店舗を「鳥平ちゃん」へ業態転換した

ほか、フランチャイズで「磯丸水産」を１店舗、「磯丸水産食堂」を２店舗出店いたしました。一方で、「磯丸水

産」を直営及びフランチャイズで各１店舗退店し、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は直営101店舗、フラ

ンチャイズ20店舗となり、当第３四半期連結累計期間の売上高は13,254百万円（前年同期比2.0％減）となりまし

た。

その他部門においては、「五の五」「鉄板ホルモン五の五」「町鮨とろたく」を各１店舗出店したほか、「鳥平

ちゃん」１店舗を「磯丸水産」から業態転換し、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は37店舗となり、当第

３四半期連結累計期間の売上高は3,848百万円（前年同期比13.5％増）となりました。

フードアライアンスメンバー（連結子会社）においては、株式会社クルークダイニングが「信州そだち」及び

「からあげセンター」を各１店舗出店し、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は株式会社ジョー・スマイル

が12店舗、株式会社クルークダイニングが13店舗となり、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,698百万円（前年

同期比13.0％増）となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の総店舗数は、直営198店舗、フランチャイズ20店舗となり、当第３四

半期連結累計期間における当社グループの売上高は22,750百万円（前年同期比2.0％増）、営業利益は1,025百万円

（前年同期比24.8％減）、経常利益は1,117百万円（前年同期比27.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

688百万円（前年同期比33.5％減）となりました。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末における総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ881百万円減少し、13,082百万円

となりました。主な増減要因は以下のとおりです。

(流動資産)

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ1,099百万円減少し、5,661百

万円となりました。これは主に、売掛金が242百万円増加した一方で、現金及び預金が1,471百万円減少したことに

よるものです。

(固定資産)

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べ217百万円増加し、7,420百万

円となりました。これは主に、有形固定資産が203百万円、投資その他の資産が26百万円増加したことによるもので

す。
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(流動負債)

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ956百万円減少し、3,142百万

円となりました。これは主に、買掛金が130百万円増加した一方で、短期借入金が700百万円、未払法人税等が400百

万円減少したことによるものです。

(固定負債)

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べ17百万円増加し、1,149百万円

となりました。これは主に、退職給付に係る負債が10百万円、資産除去債務が10百万円増加したことによるもので

す。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ57百万円増加し、8,790百万円と

なりました。これは主に、利益剰余金が73百万円増加したことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2025年４月14日に発表いたしました「2025年２月期 決算短信〔日本基準〕（連

結）」に記載しております予想から変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,277,369 3,805,851

売掛金 884,552 1,126,838

原材料及び貯蔵品 132,429 129,246

その他 466,572 599,494

流動資産合計 6,760,924 5,661,430

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,770,924 8,210,740

減価償却累計額 △4,799,514 △5,042,905

建物及び構築物（純額） 2,971,410 3,167,834

土地 11,570 11,570

建設仮勘定 324 2,200

その他 1,840,158 1,896,552

減価償却累計額 △1,538,918 △1,589,848

その他（純額） 301,240 306,704

有形固定資産合計 3,284,545 3,488,309

無形固定資産

のれん 250,764 235,709

その他 17,712 20,763

無形固定資産合計 268,477 256,472

投資その他の資産

敷金及び保証金 2,918,852 2,943,286

その他 730,914 732,521

投資その他の資産合計 3,649,767 3,675,808

固定資産合計 7,202,790 7,420,590

資産合計 13,963,714 13,082,021



ＳＦＰホールディングス株式会社(3198) 2026年２月期 第３四半期決算短信

－ 5 －

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 791,533 922,320

短期借入金 700,000 －

1年内返済予定の長期借入金 82,048 62,408

未払法人税等 420,671 19,833

賞与引当金 90,327 73,683

株主優待引当金 122,287 67,936

店舗閉鎖損失引当金 1,650 18,324

資産除去債務 14,036 19,688

その他 1,876,432 1,958,058

流動負債合計 4,098,988 3,142,253

固定負債

長期借入金 34,654 26,648

退職給付に係る負債 342,029 353,002

資産除去債務 677,311 687,607

その他 78,079 81,964

固定負債合計 1,132,074 1,149,221

負債合計 5,231,062 4,291,475

純資産の部

株主資本

資本金 49,340 49,340

資本剰余金 505,639 506,052

利益剰余金 8,174,640 8,247,724

自己株式 △26,219 △19,883

株主資本合計 8,703,400 8,783,234

その他の包括利益累計額

退職給付に係る調整累計額 29,250 7,312

その他の包括利益累計額合計 29,250 7,312

純資産合計 8,732,651 8,790,546

負債純資産合計 13,963,714 13,082,021
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年３月１日
至 2024年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年11月30日)

売上高 22,310,253 22,750,328

売上原価 6,525,266 6,872,632

売上総利益 15,784,986 15,877,696

販売費及び一般管理費 14,420,955 14,851,992

営業利益 1,364,030 1,025,703

営業外収益

受取賃貸料 3,150 3,150

協賛金収入 145,732 92,280

持分法による投資利益 3,213 2,613

その他 32,248 47,095

営業外収益合計 184,344 145,139

営業外費用

支払利息 4,272 2,457

不動産賃貸原価 2,295 2,295

過年度消費税等 － ※ 18,749

租税公課 － 18,390

その他 4,094 11,289

営業外費用合計 10,661 53,182

経常利益 1,537,713 1,117,660

特別利益

固定資産売却益 3,636 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 6,799 －

特別利益合計 10,436 －

特別損失

固定資産除却損 2,607 961

減損損失 3,012 68,368

店舗閉鎖損失 － 1,686

店舗閉鎖損失引当金繰入額 4,172 18,324

特別損失合計 9,791 89,339

税金等調整前四半期純利益 1,538,357 1,028,320

法人税、住民税及び事業税 389,931 314,737

法人税等調整額 113,180 24,842

法人税等合計 503,111 339,580

四半期純利益 1,035,246 688,740

非支配株主に帰属する四半期純利益 109 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,035,137 688,740
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年３月１日
至 2024年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年11月30日)

四半期純利益 1,035,246 688,740

その他の包括利益

退職給付に係る調整額 14,835 △21,937

その他の包括利益合計 14,835 △21,937

四半期包括利益 1,050,082 666,802

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,049,973 666,802

非支配株主に係る四半期包括利益 109 －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。)第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸

表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡

及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四

半期の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

※ 過年度消費税等の内容は、見積税額と納付税額との差額です。

（セグメント情報等の注記）

当社グループは、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

以下のとおりです。

前第３四半期連結累計期間
(自 2024年３月１日
至 2024年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年11月30日)

減価償却費 441,017千円 433,591千円

のれんの償却額 15,055千円 15,055千円


